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緩効性肥料におけるプラスチック被膜殻の海洋流出防止に向けた取組状況について 

 

全国農業協同組合連合会 

全国複合肥料工業会 

日本肥料アンモニア協会 

 

１．背景 

徐々に肥料成分が溶出する機能を持つプラスチック等でコーティングされた被覆肥料は、

高齢化や経営体当たりの規模拡大に伴う労働力不足の中で追肥作業を省力化できること、

肥料成分の流亡の抑制によって資源の有効活用に資すること等から生産現場からのニーズ

が高い肥料です。一方で、肥料が溶出した後の被膜殻が海洋に流出しプラスチックごみとな

ることが課題となっており、肥料の製造・流通事業者団体である全国農業協同組合連合会、

全国複合肥料工業会および日本肥料アンモニア協会において、2022 年 1 月に「2030 年には

プラスチックを使用した被覆肥料に頼らない農業に。」を理想に掲げ、緩効性肥料における

プラスチック被膜殻の海洋流出防止に向けた取組みを進めてまいりました。 

 

２．取組みの進捗について 

以下の 3 つの方針のもと、取組みを進めました。 

① 被覆肥料にプラスチックが含まれていることの周知 

② プラスチック被膜殻の農地からの流出抑制対策の実施 

③ 代替技術の開発と普及によるプラスチック被膜に頼らない農業の実現 

 

「① 被覆肥料にプラスチックが含まれていることの周知」については、農林水産省に対

して肥料の原料表示制度において被覆肥料の被覆原料の表示の義務付けを要請し、現在は

すべての銘柄で表示がなされています。また、被膜殻の流出防止を農業者に注意喚起する各

社共通のシンボルマークを作成した上で、各団体会員が製造・流通する肥料袋への貼付を進

めています。 

「② プラスチック被膜殻の農地からの流出抑制対策の実施」については、浅水代かきや

捕集ネットの設置など流出防止対策のチラシや動画を作成し、各団体のホームページや

SNS 等を用いて情報を発信しました。また、農業者の皆さまに、これら対策の効果を確認

していただくための実証試験、実演会を実施したほか、研修会等において流出防止対策の周

知を行いました。 

これら取組の結果、2023 年度に農林水産省が実施した「緩効性肥料におけるプラスチッ

ク被膜殻の流出防止等に関する調査」においても、肥料にプラスチックが使用されているこ



との認知度が上がり、また、流出防止対策の取組みも浸透しつつあるとの結果が得られてい

ます。 

「③ 代替技術の開発と普及によるプラスチック被膜に頼らない農業の実現」については、

既に一部で使用されているプラスチックを使用しない緩効性肥料がプラスチックを使用し

た被覆肥料に代替することができるか、様々な地域、作物・品種で検証し、代替可能と判断

されたものから製品化しました。また、「流し込み施肥」や「ドローン施肥」など省力的な

追肥方法の普及に向け、専用肥料を開発するとともに、実証試験や取組事例の収集を行いま

した。 

さらに、プラスチック使用量を削減した“減プラ被覆肥料“の普及を本格的に開始し、2025

年末時点（4～12 月実績）でおよそ 22%が現行品から切り替わりました。 

加えて、プラスチックを使用した被覆肥料に匹敵する溶出抑制機能を有するプラスチッ

クを使用しない被覆肥料や生分解性樹脂を使用した被覆肥料についても、肥料メーカー各

社において開発が進められており、一部の開発成果は公表され、実用化に向けた検討が始ま

っています。 

 

３．今後の取組み 

引き続き、「2030 年にはプラスチックを使用した被覆肥料に頼らない農業に。」を理想に

掲げ、農業の生産性や農業者の利便性の維持・向上にも配慮しつつ、被膜殻の流出防止に向

けた上記の取組みを、農林水産省、地方公共団体とも連携して一層進めてまいります。 

 

以上 



取組方針
（2022年1月策定）

現在までの主な取組（2022～2025年）
今後の主な取組

（2025～2030年）

1

農業者の皆さまへ、被膜殻が流
れ出ると海洋プラスチックごみ
となることをお伝えします。
ー被覆肥料にプラスチックが含
まれていることの周知ー

➢ 農林水産省に被覆肥料の被覆原料の表示の義務付けを要請し、表示義務化
を実現しました。
（2022年11月27日 告示改正）

➢ 被膜殻の圃場外への流出に注意を促す「3団体共通シンボルマーク」を作成
し、肥料袋などへの表示を行いました。

➢ 今後も継続的にシンボルマー
ク等を活用し、農業者の皆さま
への周知の徹底を図ります。

2

農業者の皆さまへ、被膜殻の流
出防止対策の徹底をお願いし
ます。
ープラスチック被膜殻の農地か
らの流出抑制対策の実施ー

➢ 流出防止対策のチラシや動画を作成し、各団体のホームページやSNS等を
用いて情報を発信しました。
（発信主体×媒体の数：３９０件以上）

➢ JA職員や農業者の皆さまに、浅水代かきや補集ネットの設置など流出防止
対策の効果を確認していただくための実証試験を行うとともに、実演会、研
修会、会議などを通じて各対策の周知を行いました。
（実証試験、実演会等の数：120回以上）

➢ 今後も全国のJAや肥料メー
カーと連携し、継続的に左記
取組を実施することで現場レ
ベルでの流出防止対策の実践
を促していきます。

3

農業者の皆さまへ、代替となる
施肥技術をご提案します。
ー代替技術の開発と普及によ
るプラスチック被膜に頼らない
農業の実現ー

➢ 硫黄被覆肥料、ウレアホルム肥料など代替肥料の適用性を全国で検証し、一
部は改良製品として製品化しました。
（代替肥料の検証箇所数：50カ所（第三者の公設試で実施した数））

➢ 省力的な追肥方法として、ドローン追肥の普及に向けた実証や流し込み施
肥の利用拡大を進めました。
（ドローン追肥面積：約26,600ha※、流し込み施肥面積：約16,800ha※）

➢ 肥効の発現を調整できる施肥方法（ペースト側条施肥・ペースト2段施肥）の
利用拡大を進めました。
（ペースト側条施肥・ペースト２段施肥面積 約28,000ha※）

➢ プラスチック使用量を削減した被覆肥料（以下「減プラ被覆肥料」という。）の
製品化・普及を行いました。
（従来製品から減プラ被覆肥料に転換した割合(202５年末時点）：約２２%）

➢ プラスチックを使用しない被覆肥料（以下「ノンプラ被覆肥料」という。）及び
生分解性樹脂を使用した被覆肥料（以下「生分解性プラ被覆肥料」という。）
の製品化を目指した開発を進め、一部は、量産化に向けた開発段階に入りま
した。

※202４肥料年度の肥料出荷実績及び成分量を基に試算

➢ 左記取組を更に進めます。（特
に、ノンプラ被覆肥料又は生分
解性プラ被覆肥料の量産化に
向けた開発を進めます。）

緩効性肥料におけるプラスチック被膜殻の海洋流出防止に向けた取組方針【中間報告】
わたしたちは「2030年にはプラスチックを使用した被覆肥料に頼らない農業に。」を理想に掲げ、さらに努力してまいります。

202６年２月



➢ 農林水産省に被覆肥料の被覆原料の表示の義務付けを要請し、表示義務化を完了しました。

➢ 被膜殻の圃場外への流出に注意を促す「3団体共通シンボルマーク」を作成し、肥料袋などへの表示を行いました。

取組方針１：被覆肥料にプラスチックが含まれていることの周知

３団体共通シンボルマークの作成・表示

⚫ 流出防止を呼び掛けるために、３団体共通シンボルマークを
作成し、貼付をすすめています。

被覆原料の表示義務化の実現

⚫ 2022年11月27日付で告示が改正されました。
⚫ 現在、被覆肥料が使用されているすべての肥料

銘柄において原料表示が完了しています。

⚫ シンボルマーク等を活用し、農業者の皆さまへの周知の徹底を図ります。

現在までの取組

今後の取組

シンボルマーク表示具体例
・肥料A（袋表部に表示） ・肥料B（保証票下部に表示）



取組方針２：プラスチック被膜殻の農地からの流出抑制対策の実施

➢ 流出防止対策のチラシや動画を作成し、各団体のホームページやSNS等を用いて情報を発信しました。

➢ JA職員や農業者の皆さまに、浅水代かきや補集ネットの設置など流出防止対策の効果を確認していただくための実証試験を行
うとともに、実演会、研修会、会議などを通じて各対策の周知を行いました。

生産現場での普及活動

⚫ 流出防止対策の実証試験や実演会を行ったほか、研修会、
会議などを通じて、生産現場での普及活動を計120回以
上行いました。

⚫ 上記の取組を通じて農業者の流出防止の必要性の意識が
高まりました。（令和5年度農水省緩効性肥料におけるプラスチック被膜殻の流出防止等に関する調査）

流出防止対策の周知活動

⚫ 全国のJAや肥料メーカー等がホームページやSNSなどの
多様な媒体を活用し、390件以上の情報を発信しました。

⚫ 今後も全国のJAや肥料メーカーと連携し、継続的に上記取組を実施することで現場レベルでの流出防止対策の実践を促して
いきます。

現在までの取組

今後の取組

URL：浅水代かきによる被覆肥料殻の流出防止について

流出防止対策チラシ
流出防止技術の紹介
（上：捕集ネット、下：浅水代搔き）

浅水代かき実演会等の様子

（参考）浅水代かきの方法
＜均平化＞
入水前は田面をできるだけ均平にしましょう。
＜畦畔管理＞
あぜが崩れていないか確認しましょう。
排水溝には止水板を設置しましょう。
＜入水量＞
大部分の地表が見えるぐらい浅めの入水にしま
しょう。
＜自然落水＞
移植前の落水は行わず、自然落水により水位を
調整しましょう。

https://www.youtube.com/watch?v=3oIoQe0edpg


取組方針３：代替技術の開発と普及によるプラスチック被膜に頼らない農業の実現

➢ 硫黄被覆肥料、ウレアホルム肥料など代替肥料の適用性を全国で検証し、一部は改良製品として製品化しました。

➢ 省力的な追肥方法として、ドローン追肥の普及に向けた実証や流し込み施肥の利用拡大を進めました。

➢ 肥効の発現を調整できる施肥方法（ペースト側条施肥・ペースト2段施肥）の利用拡大を進めました。

➢ プラスチック使用量を削減した被覆肥料の製品化・普及を行いました。

➢ ノンプラ被覆肥料及び生分解性プラ被覆肥料の製品化を目指した開発を進め、一部は量産化に向けた開発段階に入りました。

代替技術の普及・検証

⚫ 硫黄被覆肥料、ウレアホルム肥料等の代替肥料の適用性に係る検証：
全国50か所（第三者の公設試で実施した数）

⚫ ドローン追肥面積：約26,600ha
流し込み施肥面積：約16,800ha
ペースト側条施肥・ペースト2段施肥の利用面積：約28,000ha
※ 2024肥料年度における専用肥料の出荷量及び成分量を基に試算

⚫ プラスチック使用量を削減した減プラ被覆肥料への従来製品からの転換
割合：約22％（202５年末時点） 
※ 被膜殻にプラスチックが含まれるため流出防止対策を合わせて講じる必要がある

現在までの取組

今後の取組

⚫ 上記取組を更に進めます。特にノンプラ被覆肥料、生分解性プラ被覆肥料の量産化に向けた開発を進めます。

流し込み施肥・ドローン追肥 ペースト側条施肥・2段施肥

2段施肥のイメージ

プラスチック使用量削減
被膜に天然物質などを配合することでプラスチック使用量を
削減しました。
※従来品約５％から開発品 約３％へ削減

減プラ被覆肥料

従来製品

従来製品

開発製品

開発製品

硫黄被覆・化学緩効性肥料

新たな代替肥料の開発

【新規代替肥料開発状況 詳細】
・ノンプラ被覆肥料：セントラル化成株式会社
・生分解性プラ被覆肥料：ジェイカムアグリ株式会社
・生分解性プラ被覆肥料：住友化学株式会社

⚫ ノンプラ被覆肥料
（セントラル化成株式会社）

⚫ 生分解性プラ被覆肥料
（ジェイカムアグリ株式会社）

https://www.central-chemical.co.jp/news/20240523.pdf
https://www.jcam-agri.co.jp/news/%e7%92%b0%e5%a2%83%e3%81%ab%e9%85%8d%e6%85%ae%e3%81%97%e3%81%9f%e3%82%b3%e3%83%bc%e3%83%86%e3%82%a3%e3%83%b3%e3%82%b0%e8%82%a5%e6%96%99%e3%81%ae%e9%96%8b%e7%99%ba%e7%8a%b6%e6%b3%81%e3%81%ab%e3%81%a4/
https://www.sumitomo-chem.co.jp/news/detail/20220524_2.html
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